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データセンター見学会 ～気候変動に対する取り組みとデータセンタービジネス・施設のご紹介～

2022年3月16日（水） 15:00～16:30

０．サステナブル社会の実現に向けたNTTデータの取り組み (15:05～15:15）
登壇者：代表取締役副社長執行役員 藤原 遠

１．NTTデータの気候変動に対する取り組み・中長期的なグリーン化への取り組み (15:15～15:25）
登壇者：コーポレート統括本部グリーンイノベーション推進室 室長 下垣 徹

２．データセンターのカーボンニュートラルへの取り組み (15:25～15:35）
登壇者：コンサルティング＆ソリューション事業本部ファシリティマネジメント事業部 部長 堀口 茂美

３．データセンタービジネスについて (15:35～15:45）
登壇者：コンサルティング＆ソリューション事業本部データセンタ＆クラウドサービス事業部 統括部長 則包 浩行

４．三鷹データセンターEASTの施設紹介 (15:45～16:15）
登壇者：コンサルティング＆ソリューション事業本部ファシリティマネジメント事業部 部長 堀口 茂美

５．質疑 (16:15～16:30）
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サステナブル社会の実現に向けたNTTデータの取り組み

2022年3月16日
株式会社NTTデータ
代表取締役副社長執行役員 藤原 遠
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0-1. NTTデータの歩み

SI・データ通信事業19881967 データ通信本部設置

1973

全銀システム

1978
救急医療
情報システム

1980

社会保険
オンラインシステム

1981
ANSER
インターネット

バンキングシステム

1984
CAFIS

クレジットカード
決済システム

1996
広域災害・
救急医療情報
システム

2008
減災

コミュニケーション
システム

2010
ハローワーク
システム

2014
バチカン図書館
デジタル
アーカイブ

2020
COVID-19

支援

民営化民営化
1985



© 2022 NTT DATA Corporation 5

0-2. 企業理念

ＮＴＴデータグループは、
情報技術で新しい「しくみ」や
「価値」を創造し、より豊かで

調和のとれた社会の実現に貢献する。

Our Mission Statement
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0-3. サステナビリティの位置づけの変化

これまで これから

Business and Sustainability Business with Sustainability

外部へのアピール材料

経営者とコーポレート部門が推進

事業戦略の枠内での取り組み

事業の成長、競争優位性の獲得

事業部門に組み込まれ全社で推進

事業戦略を策定する上で不可欠
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0-4. NTTデータグループが目指すサステナブルな社会

事業活動を通じて、サステナブルな社会の実現に貢献していく

Economy

Digital Transformation for Clients 

成長する
レジリエントな社会

Society
Well-beingな

社会

Environment
環境負荷のない

豊かな社会

Business with Sustainability
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0-5. テクノロジーを活用した社会全体の温室効果ガス削減

Green Innovation by IT
お客さま・社会のグリーン化への貢献

NTTデータのデジタル技術を活用し、
お客さまや社会の気候変動対応を推進

Green Innovation of IT
NTTデータのサプライチェーンを通じた

温室効果ガスの排出削減

提供するITサービス全般のライフサイクルに
おけるカーボンニュートラルへの取組みを推進

2つ の Green Innovation
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0-6. NTTデータグループの温室効果ガス排出削減目標of IT

SBT 1.5℃認定取得
※日本国内で12社目 賛同

2020実績 2030目標 2040目標

Scope1・2 ▲31%
Scope3 ▲28%
（2016年度比） Scope1・2 ▲60%

Scope3 ▲55%
（2016年度比）

Carbon
Neutral達成

Scope1・2※

※ Scope3のCarbon Neutralは2050年度までに達成予定
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0-7. NTTデータグループにおける温室効果ガスの排出

CO2排出量の削減を推進中

of IT

調達HWの
製造工程

ソフトウェアの
開発運用

社員の通勤・
出張

各種工事

オフィスでの
電力使用

データセンタでの
電力使用

お客様サイトでの
システム利用

社用車の
使用等

サプライチェーン上流
サプライヤー

サプライチェーン下流
お客様自社

Scope3 Scope1&2 Scope3
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0-8. 温室効果ガス削減までのステップ

企業活動におけるデータの分析・活用に対し、
デジタルテクノロジーが果たす役割は大きい

by IT

事業における直接・間接排出量を正しく把握。
大きな割合を占める要因を抽出。

特定した要因に対し、削減・最適化に
向けたアプローチを計画し、実行する。

見える化1 削減・最適化2
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0-9. 事例：温室効果ガス排出量の可視化

グローバルにおける商流マスタを一元管理し、スコープ別の
排出原単位と販売量を掛け合わせ、完成品のGHG排出量を可視化

ERP
レポート

周辺システムと
連携

タイムリーな
情報開示

経営管理
システム

工場データ

外部データ

製品C
製品B

製品A

部品表 排出原単位 販売量

× ×

商流

×

工場別
GHG

完成品別
GHG

by IT 化学メーカー × NTTデータ
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0-10. 事例：余剰エネルギーの有効活用

工場などの自家発電で排出される余剰電力量を予測・制御
安定的な電力確保を望む新電力事業者へ、余剰電力を供給し収益化

三菱重工 × NTTデータby IT

産業需要家C

余剰電力
を予測

• 電力卸価格の
ボラティリティへの対策

産業需要家B

産業需要家A
新電力事業者

余
剰
電
力
（

kW
）

時間（h）

• 複数需要家の余
剰電力の集約

• インバランスリスク
代替

• 最適な買取状況
の提示

余剰電力の
安定買取

安定価格の
電力提供

xx円/kwhxx円/kwh

JPEXシステムプライス

（円/kWh）

（月）

0
10
20
30
40
50
60
70

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3
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Green Innovation

by IT

0-11. サステナブル社会の実現 by Green Innovation 

Green Innovation

of IT

サステナブル
社会
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気候変動に対する取り組み・中長期的なグリーン化への取り組み

2022年3月16日
株式会社NTTデータ コーポレート統括本部 グリーンイノベーション推進室
室長 下垣 徹
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1-1. 気候変動取り組みの推進体制

デジタルで社会変革を実現するリーディングカンパニーとして
様々なお客様、業界のCO2削減を推進し、脱炭素化社会の実現に貢献

海外
グループ会社

国内
事業分野連携 連携

グリーンイノベーション推進室
下垣室長

データセンタの
革新的な省エネの実現

CO2排出量
基準づくりの牽引

社会全体の
カーボントレーシング

の実現
再生可能エネルギー

の創出
グリーン

コンサルティング

液浸冷却,AI・IoTなど
先端技術の活用

再エネ導入に留まらず
創出も含めて推進

戦略策定から情報
開示までサポート

業界横断サプライチェーン
での可視化・最適化

気候変動
アクション委員会

事務局
冨岡

総務部長

副委員長
佐々木
常務

委員長
藤原
副社長

ITシステムにおけるCO2
排出量の標準づくり
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海外実行組織

国内分野

1-2. グリーンイノベーション推進室の概要

気候変動アクション推進委員会
委員長

藤原代表取締役副社長
副委員長
佐々木常務

グリーンイノベーション推進室
委員会推進機能を実組織化

グリーン
電力

グリーン
購買

事務局
冨岡総務部長

・・・

技術革新
統括本部

欧米
事業推進部

国内グループ
会社

気候変動アクション委員会の推進機能を実組織化
同推進室が全体を統括し、国内・海外が一体となった脱炭素化の取り組みを推進

・コンサル
・マーケティング
・標準化
・可視化

・投資戦略
・グローバル連携
・ICP
・ESG
・財務IR

コーポレート
各部門

グリーン
ビジネス

国内実行組織

中国・APAC
事業推進部

海外分野 海外グループ
会社

ソーシャル
デザイン
推進室

国内グループ
会社
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1-3. グローバルなイニシアティブとともにカーボンニュートラルに向けて推進

2020年6月にSBT1.5℃目標の認定を取得
2021年3月にBusiness Ambition for 1.5℃の宣言も実施
SBT Business Ambition for 1.5℃賛同し、かつSBT 1.5℃認定を既に受けている企業は
日本国内で12社目

2021年4月に「チャレンジ・ゼロ」へ賛同表明
日本経済団体連合会が日本政府と連携して「パリ協定」が長期的なゴールと位置付ける
「脱炭素社会」の実現に向け取り組みを推進

2021年4月にサプライチェーンメンバーとしての活動を開始
グローバル約200社・政府機関等、日本13社・政府機関等が参画（2021年6月時点）

2021年3月に国連気候変動枠組条約（UNFCCC）が主導するRACE TO ZERO 
CircleにBusiness Ambition for 1.5℃を通じて参画
Japan Climate Initiativeが主催するJCI RACE TO ZERO CIRCLEへメンバー参加

2021年3月にTCFD提言への賛同を表明
気候変動対応を経営の重要課題と位置づけ、全社横断での活動や対外的な活動の
透明性確保を推進

上記イニシアティブの各社におけるロゴ利用についてはこちらをご参照ください｜https://home.groupwide.net/nttdata/soumu/kankyo/climateaction/initiative.html
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1-4. CDP Stories of Changeに掲載

https://cdn.cdp.net/cdp-production/comfy/cms/files/files/000/005/269/original/Stories_of_Change_2021.pdf

気候変動で権威ある国際NGOがNTTデータの取り組みに注目
～CDP Stories of Changeに世界9社の変革事例の1つとして当社事例が掲載～
※CDP：気候変動領域においてグローバルで最も権威がある国際NGO

https://www.nttdata.com/jp/ja/news/services_info/2022/012000/

目標:
2040年 カーボンニュートラルの実現
2030年 SBT1.5℃（FY2016比 60％削減）

これまでの取り組み:
2020年4月 ：CDP Supply Chain Programに参加
2021年9月 ：Green Software Foundationに

Steering Memberとして加盟（アジア初）
2021年10月：本社に「グリーンイノベーション推進室」を新設

今後:
私たちは、CDP等のグローバルイニシアティブを通じた活動を

一層強化し、グローバルでさまざまな人や組織をつなぐことにより、
新しい社会を築き、皆さまとともに、カーボンニュートラルの達成を
めざします

掲載内容サマリー

https://cdn.cdp.net/cdp-production/comfy/cms/files/files/000/005/269/original/Stories_of_Change_2021.pdf
https://www.nttdata.com/jp/ja/news/services_info/2022/012000/


© 2022 NTT DATA Corporation 20

ニュースリリース（2022/3/1)
1-5. 日本で初めてのCDPゴールドパートナーに認定

CDPとの連携により、グローバル社会の脱炭素化に向けたグリーンイノベーションをより一層推進

10個※のカテゴリーのうち、「Climate consultancy」、「Software」の
2カテゴリーに認定
※2022年2月時点

・Climate consultancy
お客さまや社会のカーボンニュートラルに向け戦略策定から実行まで伴走する企業が
認定されるカテゴリー

・Software
お客さまや社会のカーボンニュートラルに向けた仕組みのデザインや構築を行う企業が
認定されるカテゴリー

https://www.nttdata.com/jp/ja/news/release/2022/030101/

https://www.nttdata.com/jp/ja/news/release/2022/030101/
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1-6. Net-Zeroに向けた2030年温室効果ガス排出目標 (Scope1~Scope3)

SBT Business 
Ambition for 1.5℃賛同

SBT 1.5℃認定取得

(日本国内で12社目)

NTTデータは「Business Ambition for 1.5℃」に賛同するとともに、
NTTデータグループとして2030年に向けた温室効果ガス排出削減目標を策定
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1-7. グリーンイノベーションビジネスに向けたNTTデータの取り組み

 お客様のCO2排出量削減
の実現

 個社/業界に対する
グリーンコンサルの提供

個社
対応

 排出量可視化と個社連携  サプライチェーン全体での
カーボンニュートラルの実現

業界
横断

1. グリーンコンサル 2. グリーンSI
カーボンニュートラル実現のためのカスタマージャーニーをデザイン 環境負荷の低いシステム開発を実現

3. グリーンプラットフォーム
排出量の「ものさし」を標準化し、可視化・業界横断での連携を容易に実現

コンサル・SI・プラットフォームの3本柱で、個社対応でのグリーンビジネス優位性確保と
業界横断でのカーボンニュートラルをリード

見える化 CO2削減 情報開示アクション
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ニュースリリース（2022/1/14）
1-8. グリーンコンサルティングサービスを提供開始

https://www.nttdata.com/jp/ja/news/release/2022/011400/

2022年1月14日に、グリーンコンサルティングサービスを提供開始
お客さまのカーボンニュートラルに向けた戦略立案から実行支援まで伴走

https://www.nttdata.com/jp/ja/news/release/2022/011400/
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需要が高まる温室効果ガス排出量の可視化において、独自の5段階のレベル定義に基づき
単なる可視化から削減につながる可視化へ引き上げる支援を実施

Level 0
自組織排出量の
最低限の可視化

Level 1
サプライチェーンの
排出量（Scope3）
を推計で算出

Level 2
自組織の削減努力が
反映された排出量の
可視化を実現

Level 3
企業間データ連携による
サプライチェーン全体
での排出量可視化

Level 4
業界横断での連携
による社会全体の
排出量可視化

• 会計・購買情報を基にした推計
• 初期ステップとしての報告・公表目的

排出量削減PDCAが
自社内で実行可能

他社を巻き込んだ
削減PDCAが実行可能

社会を巻き込んだ
削減アクションが実行可能

自社単独

サプライヤー・
他社と連携

可視化の
目的・意義  企業毎の排出量とその関連性を

正確に把握することができる
 削 減 へ 向 け た ボ ト ル ネ ッ ク を

可視化し、排出量削減の効果的
な施策を打ち出すことができる

自社の排出量を正確に把握し、
排出量削減の努力を算定結果に
反映させることができる

環境省の報告制度(SHK
制度 )、自社サステナビリ
ティレポート、CDPに対し、
自社の Scope1/2の排出
量を報告できる

サプライヤやクライアントの排出
量削減努力を正確にScope3に
反映させることができる

従来の一般的な可視化手法

環境省の報告制度(SHK
制度)、自社のサステナビリ
ティレポート、CDPに対し、
自 社 の Scope1/2/3 の
排出量を報告できる

Level1：サプライヤー様のご協力が不可欠
→Level2：サプライヤー様の努力を排出量へ反映できる！

ニュースリリース（2022/1/14）
1-9. グリーンコンサルティングサービスを提供開始
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1-10. サプライヤーの皆様と取り組むCO2削減ステップについて

見える化
事業における直接・
間接排出量を正しく
把握。大きな割合を
占める要因を抽出
 購入しているもの
 社員の活動
 生産活動
 供給電力 など

削減計画
特定した要因に対し、
Scope毎に削減に
向けたアプローチを
計画する

実行
実行及び継続した
モニタリングを実施

CO2削減に向け、サプライヤーの皆様における排出量の見える化、SBT1.5℃相当の削減計画
そして計画に沿った削減取り組みの実行が重要
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 バックオフィスデータと連携し、トレーサ
ビリティを備えた信頼性の高い情報を
収集可能に

 SAPのほか、Service Nowや他の
ソリューションを用いて排出量可視化
に取り組む

SAP SaaSソリューション｜
見える化サービス
NTT DATA EMEAL

排出量の見える化1-11. 当社事例のご紹介
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NTTデータのサプライチェーンを通じた
排出量の可視化・削減取り組み
NTT DATA

1-12. 当社事例のご紹介

 サプライチェーンを通じた排出量につ
いて全社と組織ごとの可視化を行い、
グリーン購買含めた削減取り組みを
推進

排出量の見える化

社員向けPortalに実装した排出量可視化のイメージ（右図）
様々な切り口（組織ごと、ビルごと、GHG Scope カテゴリーごと、サプ

ライヤーごと等）でのGHG排出量を可視化したもの
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ニュースリリース（2022/1/27）
1-13. 製造業向けグリーンコンサルティングサービス

<対象となる高度化の範囲>

NTTデータのグリーンコンサルティングメソッドと三菱重工のENERGY CLOUD®のプラントシミュレーションおよびデジタルツイン構築
技術を掛け合わせることで、製造業のお客さまにおけるカーボンニュートラル達成を支援していく

GHG（温室効果ガス）排出量の可視化

燃料転換設備投資シミュレーション

産業用自家用発電の余剰電力活用提案

https://www.nttdata.com/jp/ja/news/release/2022/012701/

社会全体のカーボンニュートラル実現のため、三菱重工のAIソリューション「ENERGY 
CLOUD®」を活用して、製造業向けにグリーンコンサルティングサービスを高度化し、
1月27日から提供開始

https://www.nttdata.com/jp/ja/news/release/2022/012701/
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2022年度から実証実験を開始
2025年度の商用展開では、3,000万台から収集した分散型エネルギー情報の高速処理
（数秒～1分周期）をめざす

グリーン分散エネルギー情報流通基盤

本基盤を構築することで
「分散型エネルギーの見える化
⇒データ活用(把握・予測・制御)
⇒サービス創出（取引）」が
実現可能なしくみを提供

ニュースリリース（2022/1/28）
1-14. カーボンニュートラル実現に向けた分散型エネルギーの情報流通基盤の構築を開始

https://www.nttdata.com/jp/ja/news/release/2022/012800/

https://www.nttdata.com/jp/ja/news/release/2022/012800/
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1-15. Green Software Foundationへの加盟

ソフトウェアのグリーン化に取り組むグローバルな非営利団体
標準、ツール、教育など、グリーンなソフトウェア開発のためのエコシステムを構築

グリーンなソフトウェア開発に
向けた標準、ツール、ベスト
プラクティス、教育を提供

持続可能性が重要項目に
なるようソフトウェア開発の
文化を変革

2030年までにICT分野に
おける温室効果ガス排出
量の45%削減に貢献

Microsoft, GitHub, Accenture, 
ThoughtWorksによって2021年5月に設立

6社目のコアメンバーとして加盟
ソフトウェアのグリーン化をグローバルに推進

ミッション

ビジョン

目標

https://www.nttdata.com/jp/ja/news/release/2021/091600/

https://www.nttdata.com/jp/ja/news/release/2021/091600/
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電力消費量 電力の炭素強度

総HW利用時間

電力由来の炭素排出量

ハードウェア由来の炭素排出量

ニュースリリース（2021/12/6）

1-16. 「Software Carbon Intensity（SCI）」のα版策定について
GSFにおいて、ソフトウェア利用時の炭素排出量を評価するスコア「SCI」のα版を策定（2021/12/6）
公開に当たり、GSFのSteering Member 6社で同日ニュースリリース（時刻、文面は個別）
Microsoftのリードのもと、 途中参画のNTTデータも議論に貢献

SCIとは... GSFの今後
 ソフトウェアの単位処理あたりの炭素排出を比較するスコア

 自動車で言う”燃費”のような指標
 スコアであり、CO2排出量そのものではない

 ソフトウェアの排出量比較や、実装の改善に活用できる

単位処理当たりの…  （例:1トランザクション）

• 火力発電
• 原子力発電
• 風力発電 etc. 

耐用年数
HWの総炭素排出量

 1.0版の策定に向けた改善を進める計画
 普及展開のためのアセット、イベントも開催

NTTデータの狙い
 SCI を発展させて取り組みを進めていく

取り組み① : 開発工程における排出量基準（モノサシ）
取り組み② : 電力消費可視化ツールの標準化 etc.

ツール ハッカソンオープンデータ トレーニング

アセット イベント標準

SCI  ver1.0

※ 本資料では理解のため簡略化していますが、公式定義においてハードウェア由来の排出量は複数端末を考慮した数式になっています。 Green Software FoundationのロゴはUSおよびその他の国におけるLinux Foundationの商標です。

https://www.nttdata.com/jp/ja/news/release/2021/120601/

https://www.nttdata.com/jp/ja/news/release/2021/120601/
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運輸
製造流通

医療
建築

金融

電力

小売ファッション

日用品

食品 行政

Ex.エネルギー利用最適化PF

Ex. CO2排出量可視化PF
Ex. サプライチェーン最適化PF

Ex. 排出権取引基盤

NTTデータはお客様との共創により
社会のグリーン化を加速させる

1-17.
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ニュースリリース（2022/3/16）
1-18. NTTデータ ANSER/CAFIS/OpenCanvas ・ 豊洲センタ・アネックス 再エネ100%導入へ

2030年までにすべての自社DCの使用電力を100％再エネにする目標を設定

2022年4月から、決済／金融関連のANSER®,CAFIS®、およびデジタル・トランスフォーメーション基盤の
OpenCanvas®のセンター運用で使用する全電力を、100％再エネとすることに決定

2022年4月から豊洲センタービル・アネックスで使用する全電力を100％再エネとすること
に決定

豊洲本社ビルは、2棟でピーク時には約1.5万人が利用
再エネ電力の調達には、三井不動産株式会社が提供するグリーン電力サービスを活用

→ お客様のサプライチェーンを通じた炭素排出削減への取り組みに貢献
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1-19. 『NTTデータグループで進める Green Innovation』 まとめ

• グリーンイノベーション推進室設立
⇒グローバルで「グリーン」を軸とした活動を推進

• グローバルイニシアティブでの活動
⇒CDPとのグローバルでのパートナーシップ等
⇒SBT Business Ambition for 1.5℃賛同（Scope1~3）

• グリーンイノベーションに向けた当社の取り組み
⇒コンサル・SI・プラットフォームの3本柱で、グリーンビジネス優位性確保とカーボンニュートラルをリード
⇒Green Software Foundationを通じて、ソフトウェア開発のためのエコシステムを構築

• 再エネ100%導入
⇒ANSER/CAFIS/OpenCanvas, 豊洲センタービル・アネックス 2022年度 再エネ100%
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現状のNTTデータグループのCO2排出実績
Scope1&2

データセンタ オフィス 社用車他

データセンタ
7割

オフィス他
3割

続いて

NTTDATAの自社排出(Scope1&2)の7割
を占めるデータセンタでの
カーボンニュートラルに向けた取り組みについて
ファシリティマネジメント事業部 堀口から
ご説明します

1-20. 自社CO2排出量の削減
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データセンターのカーボンニュートラルへの取り組み

2022年3月16日
株式会社NTTデータ コンサルティング＆ソリューション事業本部 ファシリティマネジメント事業部
部長 堀口 茂美
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NTTデータのグリーンへの取り組み
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次期中計は「デジタル」と「グリーン」の2本柱で事業拡大
「脱炭素社会に向けて自社の事業活動をグリーン化するとともに、顧客企業や社会のグリーン化を支援する。自社向けに
はデータセンターの省電力化や再生可能エネルギーの購入などを実施する」
「顧客向けには個社ごとに省エネシステムを構築するだけではなく、業界を横断して複数社が利用するシステムを提供する」

データセンターの省電力化を進める本間社長は「デジタル」と「グリーン」を軸に事業拡大を狙う
※1/1  日経産業新聞に掲載

2-1. 2022年元旦 日経産業新聞 掲載
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2-2. Net-Zeroに向けた2030年温室効果ガス排出目標 (Scope1~Scope3)

SBT Business 
Ambition for 1.5℃賛同

SBT 1.5℃認定取得

(日本国内で12社目)

2030年SBT目標値60%削減に向けてデータセンタ・オフィスのエネルギーを削減
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2-3. NTTデータグループ 自社事業活動グリーン化目標

業界や技術分野の枠を超えてFacility & IT 両面から取り組むことでデータセンタ全体の消費電力を削減
・自社炭素排出(Scope1&2)の約70%がデータセンター起因
・NTT方針(NTT Green Innovation toward 2040)より2030年 データセンターのカーボンニュートラルを宣言

SBT(※)

目標

温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量

2016 20302020

成り行き

※SBT：Science Based Targets. パリ協定が求める水準と整合した、
企業が中長期的に設定する温室効果ガス削減目標指標

1. データセンター空調運用改善

2. 最新の省エネ技術を活用

3. IT機器の省エネ

4. グリーンエネルギー調達

・ マシン室内の排熱環境の改善し、空調機器の省エネを推進

・ IT負荷の状況に応じた空調制御、リソース管理のモニタリングや
革新的な省エネソリューションの検討

・ 低消費電力化や高温対応IT機器の導入と信頼性の確保

・ 証書以外の、質の観点も踏まえた再エネ電力を導入

■ SBT目標値60%削減に向けた各施策
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2-4. カーボンニュートラルを実現したITサービス提供モデル：先行事例
・エネルギー削減施策(1.運用改善(調査・改善)+2.新技術(SmartDash・空調IoT)
+3.再エネ(グリーン証書))をクラウド共通IT基盤(OpenCanvas)で
先行実施
・OpenCanvasを理想型モデルとして水平展開を図り、SBT達成、2030年
データセンターカーボンニュートラルの達成を目指す
1. 運用改善(調査・改善) & 2. 新技術(SmartDash) 3. グリーンエネルギー調達

ANSER、OpenCanvas、CAFIS等
重要なシステムに対してエネルギー削
減施策では補えない分をグリーン
エネルギーを調達し、優先的に
割り当てる

1. データセンター空調運用改善

2. 最新の省エネ技術を活用

3. IT機器の省エネ

4. グリーンエネルギー調達

・ マシン室内の排熱環境の改善し、空調機器の省エネを推進

・ IT負荷の状況に応じた空調制御、リソース管理のモニタリングや
革新的な省エネソリューションの検討

・ 低消費電力化や高温対応IT機器の導入と信頼性の確保

・ 証書以外の、質の観点も踏まえた再エネ電力を導入
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三鷹データセンターEAST概要＆グリーンへの取り組み

(詳細は「アジェンダ４．三鷹データセンターEASTの施設紹介」にて説明)
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建物

• 延床面積 37,650㎡
• 最大設置ラック数 5,600rack

※2023年竣工予定のⅡ期棟との合算値
• 建物は最新鋭の免震技術を採用
• 床荷重 1.5 t/㎡

電源設備
• 最大受電容量 41,000kVA
• 非常用発電機の連続運転時間は

72時間（無給油）

ラック仕様 • 最大 20kVA/ラック

空調設備 • 外気冷房設備による省エネを実現
（直接外気利用）

セキュリティ • FISCに準拠
• ISO27001

ネットワーク • マルチキャリア対応 / NTTとう洞引き込み

DCファシリティ基準 • J-Tier3+

外部認証 • LEED(Gold）、ISMS、BCMS

（延床：約90,000㎡、受電容量：約56,000kVA）※WESTビルとの合算値

免震 とう道
3変電所
72時間
無給油運転

高負荷
20kVA 省エネ

2-5. NTTDATA三鷹データセンターEASTの概要



© 2022 NTT DATA Corporation 44

NTTDATA
三鷹データセンタ
WEST棟

竣工 1980年
延床 51,496 ㎡
受電容量 15,000 kVA

NTTDATA
三鷹データセンタ
EAST棟

竣工 2018年（Ⅱ期棟は2023年竣工予定）
延床 37,650㎡
受電容量 41,000 kVA

Ⅱ期棟
予定地

当社システム開発・運用拠点の１つである既存の三鷹ビルの隣地

 アクセス ：JR新宿駅から約30分、JR東京駅から約45分
 災害リスク：地震・浸水・液状化・津波・交通規制といった

あらゆる災害リスクに対し、想定被害が極めて低いエリア
 変電所数 ：3変電所

2-6. 当データセンターの立地、およびⅡ期棟予定地
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自然エネルギーの最大活用により

PUE=1.3以下（設計値）

当社初、外気導入の壁吹出空調方式を採用
• 従来の床下吹き出し方式より冷気の搬送動力を大

幅削減し、環境負荷低減に寄与
• スペース効率、エネルギー効率を向上させる効果によ

りサステナブルなデータセンタを実現

2-7. 建物全体を冷却装置としたデザイン

Power Usage Effectiveness
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マルチコンコースの昼光利用＆サーバの
排熱利用＆太陽光でNETゼロ実現！※1

三鷹データセンターEASTにおける、中水利用や高効率空調機等の環境
性能が評価され、LEEDのバージョン4で、GOLD認証を取得。
データセンター用途の施設としては、日本で初の認証取得となります。

「三鷹データセンターＥＡＳＴ」が
ＬＥＥＤ ＧＯＬＤ認証を取得

LEED（Leadership in Energy＆Environmental Design）とは、米国グリーンビルディング協会が
開発・運用する、環境に配慮した建物やエリア開発の認証システムで、評価得点に応じて格付けされます。※1:建物全体ではなく、マルチコンコース(3F共用部)のNETゼロを実現

太陽光発電パネルの１年間のＣＯ２削減量 16,146 Kg （2020年度実績）

2-8. 首都圏型グリーンデータセンター
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更なるグリーンへの挑戦
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2-9. IoTによる空調制御・運用の高度化

個別最適 システムを構成するIT機器とファシリティ(室環境)の管理が独立

経験則 運用者の経験や勘に頼った空調制御

潜在的 問題発生から原因究明・解決まで長期化する

これまでのDC
全体最適 IT機器の情報フィードバックし、室環境の管理に活用

データ活用 AIを用いて、最適解を瞬時に判断し、空調の自動制御

見える化 デジタルツインによるマシン室の可視化で、原因を即座に判明

目指すDC

• 機器の環境耐性の向上を活かした一体運用により、安全と省エネを追求
• データセンタ運用をITとFacilityを融合させ、PUE1.1台の実現を視野に取り組む

1. データセンター空調運用改善

2. 最新の省エネ技術を活用

3. IT機器の省エネ

4. グリーンエネルギー調達

・ マシン室内の排熱環境の改善し、空調機器の省エネを推進

・ IT負荷の状況に応じた空調制御、リソース管理のモニタリングや
革新的な省エネソリューションの検討

・ 低消費電力化や高温対応IT機器の導入と信頼性の確保

・ 証書以外の、質の観点も踏まえた再エネ電力を導入
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2-10. データセンターの冷却の概念を変える新技術検証(液浸冷却ソリューション)

・データセンターは高性能なCPUやGPUを搭載したサーバの高密度化
・次世代の冷却方式として環境負荷を大幅削減する液浸冷却の技術に注目し、
三鷹EASTをフィールドにPoCを開始

理論上、エネルギー効率はPUE1.06程度となっており、
従来のデータセンターの温室効果ガスを30%強削減可能

冷やされた水 冷やされた水

温められた水温められた水

1. データセンター空調運用改善

2. 最新の省エネ技術を活用

3. IT機器の省エネ

4. グリーンエネルギー調達

・ マシン室内の排熱環境の改善し、空調機器の省エネを推進

・ IT負荷の状況に応じた空調制御、リソース管理のモニタリングや
革新的な省エネソリューションの検討

・ 低消費電力化や高温対応IT機器の導入と信頼性の確保

・ 証書以外の、質の観点も踏まえた再エネ電力を導入

熱交換

メーカー、IT機器ベンダー、CPUベンダー等
の協力を得て共同検証を実施
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2-11. グリーン電力の積極的な導入

グリーン電力導入および顧客提供スキーム

太陽光発電所(遠隔地)からの電力
【オフサイトPPA】

〔オフサイトPPA〕

トラッキング付
非化石証書

を付与した電力
テナントＢ :
通常電力

グリーン電力

グリーン電力
なし

テナントA : 
グリーン電力

100%

ＮＴＴデータ ＤＣ

・ NTTデータグループのSBT目標達成のために、NTTグループ連携を軸とした
グリーン電力を活用

・ 当社データセンター利用の顧客毎に、多様なグリーン電力が選択可能に

1. データセンター空調運用改善

2. 最新の省エネ技術を活用

3. IT機器の省エネ

4. グリーンエネルギー調達

・ マシン室内の排熱環境の改善し、空調機器の省エネを推進

・ IT負荷の状況に応じた空調制御、リソース管理のモニタリングや
革新的な省エネソリューションの検討

・ 低消費電力化や高温対応IT機器の導入と信頼性の確保

・ 証書以外の、質の観点も踏まえた再エネ電力を導入

〔NTTグリーン電力発電所群〕

NTT
アノードエナジー
グループ

※PPA（パワー・パーチェス・アグリーメント=電力購入契約）

※
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2-12. 『データセンターのカーボンニュートラルへの取り組み』 まとめ

NTTデータのグリーンへの取り組み

三鷹データセンターEAST概要＆グリーンへの取り組み

更なるグリーンへの挑戦

• 次期中計は「デジタル」と「グリーン」の2本柱で事業拡大
• お客様および社会、そして自社のサプライチェーンを通じた「実質ゼロ」の実現を目指す
• エネルギー削減施策(1.運用改善(調査・改善)+2.新技術(SmartDash・空調IoT)+3.再エネ(グリーン証書))をクラウド共通

IT基盤(OpenCanvas)で先行実施
• OpenCanvasを理想型モデルとして水平展開を図り、SBT・データセンターカーボンニュートラルの達成を目指す

• 国内最大級 ・ 最新鋭データセンター
• 建物全体を冷却装置としたデザイン自然エネルギーの最大活用によりPUE=1.3以下（設計値）
• 昼光＆サーバの排熱＆太陽光を利用。LEED GOLD認証を取得

• IT機器の環境耐性の向上をIT機器からの詳細情報をAI制御で活用することにより、安全と省エネを追求
データセンタ運用をITとFacilityを融合させ、PUE1.1台の実現を視野に取り組む

• 次世代の冷却方式として環境負荷を大幅削減する液浸冷却の技術に注目し、三鷹EASTをフィールドにPoCを開始
• NTTデータグループのSBT目標達成のために、NTTグループ連携を軸としたグリーン電力を活用
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データセンタービジネスについて

2022年3月16日
株式会社NTTデータ コンサルティング＆ソリューション事業本部 データセンタ＆クラウドサービス事業部
統括部長 則包 浩行
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NTTデータマレーシア

コンサルティング＆ソリューション事業本部

ネットワークの設計・構築・運用・監視を一元的に
ネットワークアウトソーシングサービスとして提供

ファシリティマネジメント事業部
全国17拠点の自社保有ビルにおける、信頼性の高
いデータセンタ事業を展開

NTTデータ・スマートソーシング
BPO事業とWebサービス系ITO事業を融合した
総合アウトソーサ

ビジネスアナリティクス領域におけるパッケージ・ソフト
ウェア開発・販売、コンサル等

コンサル、データ分析、基盤構築、ソリューション提供等を
通じ、データ活用による顧客価値を創出

常務執行役員

有馬勲

製造業、流通業、サービス業等の事業活動を支える高付加価
値なITサービス、および各分野のITサービスと連携するクレジット
カード等のペイメントサービスやプラットフォームソリューションを提供

（※1）海外グループ会社

法人・ソリューション分野 ネットワークソリューション事業部

デジタルビジネスソリューション事業部
デジタルビジネスにおけるITコンサル、システム構築、
および各種ソリューションの提供

APAC地域のアウトソーシング拠点、および
各種ソリューション展開

NTTデータSMS
システム運用管理、総合ソリューション提供

（※1）データセンタ&クラウドサービス事業部
データセンタ、およびクラウドによるIT基盤の提供と
国内海外拠点を活用したITO事業

次世代技術戦略検討と当該技術を活用した事業の企
画・開発

NTTデータ数理システム

NTTデータイントラマート

リアライズ

パッケージの開発・販売、およびパッケージの付帯サー
ビスであるコンサル・システム開発・教育等

データアセスメント・コンサルティング、データの統合・
構築、データの運用・管理

執行役員
コンサルティング＆ソリューション事業本部長
製造ITイノベーション事業本部長

杉山洋

ITサービス・ペイメント事業本部

製造ITイノベーション事業本部

Data&Intelligence事業部

次世代技術戦略室

成長と変革にチャレンジする企業の経営層に対し、次の事
業課題と解決策を提言し、テクノロジを活用して実現

コンサルティング事業部
日本企業の成長をサポートし、国や社会の発展への
貢献に向けて高品質なコンサルティングを提供

クニエ

NTTデータオリジナルのERP「Biz∫」の企画開発、年
商500億～1兆円以上の日本を代表する大手・上
場企業を中心にビジネス展開

NTTデータ・ビズインテグラル

3-1. コンサルティング＆ソリューション事業本部 体制図（2021年7月1日）
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3-2. 当社データセンター事業HISTORY

~1990

堂島
DC開始

品川
DC開始

日本電信電話公社
データ通信本部設置

葵DC
開始

2005 2015

1967 1995 2000 2008 2011 2014

通信

サーバ

第一世代 第二世代 第三世代

メインフレーム

アナログ通信
音声通信・SMS

C/Sシステム
コンピュータ小型化

仮想化技術
IaaS,PaaS

デジタル通信
メール・インターネット接続

SNS
スマホ普及

ハウジング
電算室

コロケーション(iDC)
ラック

インターネット回線

IaaS基盤
仮想サーバー
クラウド

DC

第四世代

三鷹EAST
2018

高負荷サーバ(GPU)
マルチクラウド

DX(AI・IoT)

マネージドサービス
ハイブリッド環境
運用最適化



© 2022 NTT DATA Corporation 55

3-2. 当社データセンター事業HISTORY

~1990

堂島
DC開始

品川
DC開始

日本電信電話公社
データ通信本部設置

葵DC
開始

2005 2015

1967 1995 2000 2008 2011 2014

通信

サーバ

第一世代 第二世代 第三世代

メインフレーム

アナログ通信
音声通信・SMS

C/Sシステム
コンピュータ小型化

仮想化技術
IaaS,PaaS

デジタル通信
メール・インターネット接続

SNS
スマホ普及

ハウジング
電算室

コロケーション(iDC)
ラック

インターネット回線

IaaS基盤
仮想サーバー
クラウド

DC

第四世代

三鷹EAST
2018

高負荷サーバ(GPU)
マルチクラウド

DX(AI・IoT)

マネージドサービス
ハイブリッド環境
運用最適化

堅牢な
コンピュータ室

インターネット
の接続性

（インターネッ
トバブル期）

仮想化技術
クラウドコン
ピューティング
DR/BCP

デジタル時代
DX

（AI・IoT･
FinTech）
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3-3. データセンタ事業者分類定義とビジネスの方向性

通信キャリア系
DC事業者

SIer系
accenture/NEC/NRI他

通信キャリア系
NTTCom/KDDI/SB他

DC専業者
@Tokyo/EQUINIX他

ビジネス
の方向性

自社DCを活用した高度な機能
型サービスの展開によりアプリレ
イヤ～インフラまでフルサポート、
運用マネジメントサービスに注力

Iaas、Paasを含め幅広い
ニーズに対応したサービスを
展開。ハウジング＋アウトソー
シング事業に注力

ネットワークサービスでの優位
性を活かしクラウドサービス事
業者に向けた大規模コロ
ケーションを展開

ハイパースケールDCとしての
強みを強化し、DC㏌DCの
需要を獲得｡Cloudへの接
続性を強調

主な顧客
ターゲット

・大規模顧客システム
（ミッションクリティカル）
・共同利用型サービス
・自社クラウドサービス

・大規模顧客システム
（ミッションクリティカル）
・自社クラウドサービス

・中規模顧客システム
・HyperScaler（OTT等）
・自社クラウドサービス
・自社通信設備

・外資系（Saas事業者）
・HyperScaler（OTT等）
・データセンター事業者
（DC in DC）

SIer系
DC事業者 DC専業者
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3-4. データセンタビジネス＆クラウドビジネス ポートフォリオ

Housing

Colocation

Private
Cloud

Cloud
Integration

Hosting

Customer
（社内含む）

C
loud Business

ServiceNow

◆部屋単位でのデータセンター提供
・ファシリティ～セキュリティ要件などカスタマイズ可能
・お客様の各種ご要望、ご要件に合わせてご提供可能

◆ラック単位でのデータセンター提供
リモートハンド / 運用代行サービスなどもセットでご提供可能

◆お客様個別のプライベートクラウドの構築・運用サービス
業種業界特化型クラウドサービス

（公共クラウド / 金融クラウド / 開発クラウド など）

◆ハイブリッド・マルチクラウド環境の構築・運用サービス
・クラウドコンサルティング（クラウドジャーニー）
・クラウド環境への移行・構築（マルチクラウド/ハイブリッドクラウド）
・ハイブリッド・マルチクラウド基盤の提供
iRES（マルチクラウド・ハイブリッドクラウド運用サービス）

・クラウド接続サービス（Multi-cloud connection services）

◆サーバー・ネットワーク機器単位でのサービス提供
機器の調達～保守・運用まで一元的に対応

◆ServiceNowの構築・運用サービス
・業種業界特化型クラウドサービス
・デジタルクラウドプラットフォーム（ITSM、HR等）

M
anaged

Service

D
ata C

enter Business

イ
ン
テ
グ
レ
ー
シ
ョ
ン

コ
ン
サ
ル
テ
イ
ン
グ

プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

フ
ァ
シ
リ
テ
ィ

Ｓ
Ｉ

Ｉ
ａ
ａ
Ｓ
基
盤



© 2022 NTT DATA Corporation 58

Fukuoka

Hiroshima

Osaka

Nagoya (2)

Chiba

Ibaraki

ミッションクリティカルシステムを
安定運用してきた実績のデータセンター
• 電電公社時代より、30年以上にわたり、国内の

ミッションクリティカルシステムを安定運用してきた
信頼性の高いデータセンターを自社で運営

• アプリケーション～ファシリティまで一気通貫で
サービスを提供することで、高い信頼性を実現

Tokyo (9)

16data centers
in Japan

operates 

• 国内16か所のデータセンター専用ビル
• 延床面積：60万㎡（国内最大級）
• データセンター面積：35万㎡
• 国内最大手のデータセンター保有企業

3-5. 国内データセンター拠点
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3-6. NTTグループのデータセンター拠点（Global）

NTTグループは世界22ヶ国で、189か所以上のデータセンタを展開
お客様が必要とするロケーションでNTT品質のデータセンタをご提供しております

Americas

EMEA

APAC

• Austria (1)
• France (1)
• Germany (10)
• Ghana (1)
• Kenya (1)
• Netherlands (1)
• Nigeria (1)
• Spain (2)
• South Africa (9)
• Switzerland (1)
• United Kingdom (9)

• United States of
America (17)

• Australia (2)
• Greater China (5)
• India (11)
• Indonesia (1)
• Japan (100+)
• Malaysia (5)
• Philippines (5)
• Singapore (3)
• Thailand (2)
• Vietnam (1)

Data as of February 2022Note: Number mentioned in brackets represents the number of data centers located in respective countries
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3-7. 当社データセンター＆クラウドサービスの強み

Customer
Professional / Integration

Managed Services

コンサルティング
設計
構築

Data Center Services Cloud Services

Multi-cloud / Hybrid Cloud

 ハイブリッドクラウド運用等のＤＸを加速させる
「ＩＴインフラマネージドサービス」（ＩＲＥＳ）を提供

IT-infra 
Managed 
Service

基盤最適化コンサル、インフラディレクターによる
上流からのニーズ把握
マルチクラウドでの最適なプラットフォームの提供
サーバ集約、仮想化による省エネ・グリーン
貢献、CO2排出量見える化への対応

ハイブリッドクラウド環境での運用一元管理
 iRESによる高品質な運用マネージドサービスの提供
優れたネットワークコネクティビティの実現

 お客様インフラ基盤における上位から下位レイヤーまで、一気通貫での最適なサービス提供が可能
 当社資産を有効活用した高いサービスレベルで顧客のビジネスアジリティに対応

Professional / Integration

Managed Services
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3-8. 強み① 優れたネットワークコネクティビティの実現
 東日本の「大手町」、西日本の「堂島」をNWコネクティビティの拠点とし、各データセンターを接続
 キャリアニュートラルである大手町、堂島において、国内3大IXに加え、クラウドエクスチェンジ（CX)を収容し、
インターネットと、各種クラウドサービスに低遅延かつ高品質な環境を安価に接続することが可能

IX

CX

IX

CX

IX

OtemachiDojima

Mitaka EAST

CX
WEST JAPAN EAST JAPAN

Cloud

Internet
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3-9. 強み② 統合マネージドサービス『iRES』による高品質な運用マネージドサービスの提供
 これまで企業のIT部門が個別で運用していた、オンプレミス、クラウドなど、多様かつマルチベンダのITインフラ環境を当社が
一元的に運用し、お客様ビジネスのDX化を加速

 iRES Observabilityサービスにより、障害復旧時間の短縮やサービスレベル・パフォーマンスの低下によるユーザ損失防止

様々な
デバイス・手段で

通知・確認

統制の取れた
迅速で確実な

運用

マルチデバイス マルチインフラ
ストラクチャ

オンプレミス

プライベートクラウド

パブリッククラウド

サーバレス

インフラマネージドサービス iRES™

迅速で確実な運用
● 障害復旧の自動化
● アラームフィルタリング
● リアルタイムレポートサービスデスク

オペレーター

専門エンジニア

管理データお客様

実績豊富なシステムエンジニアと
オペレーターが対応

最適化コンサル～運用までフルサポート

POINT 2
UX向上を追求した

コミュニケーションを実現
サービス状況のリアルタイム可視化

POINT １
最新のデジタル技術を活用した
高品質かつ迅速な運用

サービス停止時間の最小化

POINT 3
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3-10.  NTTデータのクラウド戦略
 お客様ニーズに最適なITプラットフォームを目利きして一元的に提供する「ハイブリッドクラウド戦略」

パブリック
クラウド

先進性、拡張性、接続性
高速サービス開発&復旧を重視

グループ
ウェア

Web
会議

データ
分析

事務
情報

分析用
情報

ハイブリッド
クラウド

アジリティ＆安心・安全の両立
マルチクラウド人財

コンテナによるポータビリティ

マルチベンダ

多様な環境のガバナンス（運用・セキュリティ）

基盤・運用透明性、特殊要件、安心安全
サービスが止まらないことを最重視

独自運用
ルール

特殊
製品/機器

高換金
情報

個人
情報

厳秘
情報

NTTDATA
クラウド
（PVC)

クラウドベンダとのアライアンス戦略

自社クラウドによる差別化戦略
(高い信頼性/堅牢性/透明性)

パートナーランク 戦略的提携 認定エンジニア
AWS・Azure 最上位パートナー AWS・Azure デジタルビジネス協業 AWS・Azure 国内最大規模

SLA・個別要求

デ
ジ
タ
ル
・
ア
ジ
リ
テ
ィ
拡
張
容
易
性
・
先
端
技
術
導
入 個別要件対応、移行・運用性、セキュリティ
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3-11. ServiceNowビジネス（2021年1月ServiceNowビジネス推進室設立）

幅広い業務領域へのIT活用実績と技術力
ServiceNow活用・導入ノウハウ

優れたエクスペリエンスを生み出すデジタルワークフロー基盤
生産性を高めるLow-Codeプラットフォームを提供

ServiceNowエンジニア、コンサルタント150名をワンチームとして牽引しビジネスをリード

①デジタルクラウドプラットフォーム
優れたエクスペリエンスを生み出し、
生産性を高めるデジタルワークフローを提供

②業界特化型サービス
各業界の事業環境に応じた固有の課題、
環境に応じたサービスを整備

IT業務
生産性向上

お客様体験の
高度化

従業員体験の
高度化

食 品テレコム 医薬・ヘルスケア

金 融政府機関 ・・・

Creator Workflow Award受賞

 ServiceNowの最新のデジタル技術に、NTTデータが長年培った業務知識とIT活用経験を掛け合わせ
業界に特化したサービスを整備し、お客様のDXに貢献していく
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3-12. データセンターを核としたインフラソリューションビジネス導入事例｜流通・製造業向け
 DXを実現するためのハイブリッドクラウド共通基盤構築プロジェクトにて、データセンターサービスの提供を核とし、

SIビジネス及びオンプレ・クラウド横断的な統合マネージドサービスの提供によるビジネス拡大を実現
 セキュリティと柔軟性の両立を実現し、お客様ビジネスのDX化を継続的に導くソリューションを提供

三鷹EAST（メイン）

オンプレ共通基盤 パブリッククラウド共通基盤

Cloud Services

Cloud
eXchange

CX

堂島DC（DR）
WAN

InterNet
eXchange

IX

InterNet

IX

DATA

お客様システム

ビル間NW

マルチクラウド接続サービス
Flexible Inter Connect

CX
FIC

DATA

お客様システム

SI（要件定義～設計・構築）

高度SE（ L3レイヤ）サービスデスク（ L1/2レイヤ）

三鷹EASTで異業種間のお客様同士が新たなビジネス機会を創出し、
様々なアプリケーション機能を活用したエコシステムを実現

多様なスキルセットを有する人財と
豊富な構築・運用実績

統合マネージドサービス（DCオンサイト保守・システム運用）

事業拡大

事業拡大

お客様の特性に合わせ、最適なクラウドエクスチェンジサービスの
提供を行い、オンプレ/クラウドのシームレス/かつセキュアな接続を実現POINT 3

POINT 1

POINT 2
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• 当社データセンター事業HISTORY
⇒市場変化に合わせてDC機能をアップデートし、昨今DXを推進するためのサービス拡充を行い進化中

• データセンタ事業者分類定義とビジネスの方向性
⇒3つのカテゴリ（Sier、キャリア、DC専業）それぞれのターゲット顧客に併せたビジネスを展開

• サービスポートフォリオ
⇒ファシリティレイヤーからクラウドインテグレーション、マネージドサービスまでトータルにサービス提供可能

• データセンターロケーション
⇒国内16ヶ所、グローバルではNTTG全体で約190ヶ所のデータセンターを展開中

• データセンター＆クラウドサービスの強み
⇒顧客のビジネスアジリティに対応し、お客様インフラ基盤を上位～下位レイヤーまで一気通貫で対応

• 当社クラウド戦略
⇒お客様ニーズに応じた最適なクラウドサービスの提供が可能（ハイブリッドクラウド戦略）

• ServiceNowビジネス
⇒お客様のDXに貢献するため、当社の豊富な業務経験とServiceNowによるデジタル技術を活用

• インフラソリューションビジネス導入事例
⇒SIビジネス及びオンプレ・クラウド横断的な統合マネージドサービスの提供によるビジネス拡大を実現

3-13. 『データセンタービジネスについて』 まとめ
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